介護保険事業者の事故報告書の提出方法（H18年度～）

[特定施設入居者生活介護用]

特定施設入居者生活介護事業所は、①介護保険法に基づき市町村へ報告する　②老人福祉法の有料老人ホームとして県に報告することが義務づけられています。

 ＜提出の流れ＞

　　　　　　　　　　  ①

　　　　　　　　　　

                      

　　　　　　　　　　　 ②


①　介護保険法の特定施設入居者生活介護事業所としての提出

＜提出先の保険者＞　　　

該当する利用者の保険者及び事業所所在地の市町村

＜提出する事故の範囲＞

· まずは、提出先の市町村に確認してください。

→　☆その市町村が、神奈川県が策定した要領に基づいている場合（茅ヶ崎市は県の要領に基づいています）は、「神奈川県事故報告取扱要領」を参照してください。


　　　　　☆市町村が独自の取扱要領を定めている場合は、その要領に従ってください。
　　＜電子申請システム（e-kanagawa）による事故報告書の手順＞
　　〇　令和３年１２月１日よりe-kanagawaによる報告へと変更します。
下記市のホームページにリンクを掲載しています。
＜トップページ→オンラインサービス→申請書ダウンロード→高齢・介護関係の申請書→
介護保険事業者等　事故報告書＞
　　　

②　老人福祉法の有料老人ホームとしての提出

　提出が必要な事故の範囲等については、「神奈川県有料老人ホーム設置運営指導指針」を参照してください。（提出先：神奈川県高齢福祉課保健・居住施設グループ　
電話045-210-4856　FAX045-210-8874）

介護保険法





場合によって連絡
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「神奈川県事故報告取扱要領（標準例）」は平成30年度に改正になっています。


必ずお読みください。





＜注意！＞　・利用者の自己過失による事故であっても、医療機関で受診したものは報告対象です。


・事業者の責任の有無ではなく、サービス提供時の事故か、また、程度はどのくらいかで報告の要不要が分かれます。








